
ＧＭＯ（遺伝子組換え農作物）の
実用化研究の実施に向けた検討

（第１次とりまとめ）

【概要版】
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円滑な屋外栽培試験の促進に関する
推進方策（案）
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○ 近年、世界の食料事情は深刻化している。

○ 脱石油社会の実現に向けて、代替エネルギー源としての利用を目的とする「資源作物」

の重要性が高まっている。

国内の取り組み状況

ＧＭＯ研究を取り巻く国内外の状況ＧＭＯ研究を取り巻く国内外の状況
地球規模の課題

ＧＭＯに関する国民の理解が進んでいないこともあり、ＧＭＯ研究成果物の屋外での栽培実
験を行う体制も十分に整備されていない状況にあり、ＧＭＯの実用化は遅れている。

２

こうした課題の解決に向けて

解決策の１つとして、ＧＭＯ（遺伝子組換え作物）の実用化を進めている。

ＧＭＯの作付面積は世界全体で１億１４３０万ヘクタール

海外の取り組み状況

実用化の面では遅れているものの、日本のＧＭＯ基礎研究レベルは世界トップクラス（イネゲノム情報の解読等）



〈推進方策〉〈現 状〉

府省・各機関は連携して、バイ
オ技術に関する普及・啓発活
動を促進

日本発の国産実用化ＧＭＯを
早急に開発・実用化し、国民に
対して、その有益性や安全性
に関する情報を広く提供

ＧＭＯ技術などについて、何ら
かの形で「情報発信」を行って
いる立場の人に対しての情報
提供を強化
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３

国民の科学的理解について国民の科学的理解について
ＧＭＯの実用化研究を行う上での問題点と今後の対応ＧＭＯの実用化研究を行う上での問題点と今後の対応 ①①

○一部の地方自治体は、独自の
栽培規定を設定し、研究を規制
する動きがある。

○一部の地方自治体は、独自の
栽培規定を設定し、研究を規制
する動きがある。

○国民のＧＭＯに対する認識は
必ずしも肯定的ではない。

○国民のＧＭＯに対する認識は
必ずしも肯定的ではない。

その理由として、
・ＧＭＯ等の先端技術を育む科学的な
土壌が十分でない

・生物多様性など環境への影響や安全
性確保の国際的枠組み、あるいは、
それに沿った国内での対応が国民に
十分に情報提供されていない

安心という観点からも、理解が
深まるようリスクコミュニケー
ションを展開



〈推進方策〉〈現 状〉
生物多様性の保全に十分配慮した上
で、既存の屋外ほ場、特定網室を広く
利用可能な施設として整備し、外部の
研究者が利用できる仕組みを構築す
る。

施設について

・ 申請手続
・ 一般説明会や見学会の開催

・ 第一種使用規程の承認申請
・ 屋外栽培実験のための承認申請
・ 国や地方自治体への承認申請書類

の作成等の事務的支援体制の整備、
とそれを行う人材の育成屋外試験に関する環境影響調査は

競争的資金の獲得や自身の研究業
績につながりにくい。

第一種使用に基づく屋外実験を行う場合

を研究者自らが行わなければならない
状況。
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一般説明会や見学会の開催業務体制
の整備と国民への説明ができるコミュ
ニケーターを育成

支援体制整備と人材育成

各種承認申請の事務的支援体制の整
備と、それを行う人材の育成

GMOの実用化研究ができる実験施設（屋外栽

培試験ができる隔離ほ場や一般ほ場、および
特定網室）が十分に利用できる状況にない。

ＧＭＯの屋外試験体制についてＧＭＯの屋外試験体制について

研究支援体制について

４

ＧＭＯの実用化研究を行う上での問題点と今後の対応ＧＭＯの実用化研究を行う上での問題点と今後の対応 ②②



共同研究

基礎研究 応用研究

橋渡し

広く利用可能な
屋外ほ場・特定網室

屋外での実用的な有用性（安全性・栽培特性・
作物特性・育種への利用可能性）を評価する

拠点に委託されたＧＭＯの成果の帰属、評価体制、
研究の権限と責任を明確にした上で共同研究を締結

（既存の施設を中心に整備）

拠点のイメージ拠点のイメージ
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遺伝子研究・ゲノム研究
などに従事する分子生物学者

有用遺伝子

遺伝子導入

実験室栽培
したGMO

５

育種学者
作物学者


